（様式４参考）

事業者経営分析用提出書類(特定非営利活動法人)
※提出書類は全て写しでも可
（１）必須提出書類

■特定非営利活動促進法第２９条第１項により、所轄庁に提出した書類の一切で収受印のあるもの（電子申告の場合は受付済であることが確認できるもの（メール詳細等））。直近２期分

①事業報告書等提出書

②事業報告書

③活動計算書

④貸借対照表、計算書類の注記

⑤財産目録

⑥前事業年度の年間役員名簿

⑦社員のうち１０人以上の者の氏名および住所居所を記載した書面

（注）決算から６か月を経過した場合は、直近の試算表または月次収支計算書

■収益事業（法人税法施行令第５条第１項に掲げる事業）を行う法人

①法人税確定申告書　直近２期分

（注）税務署長に提出した書類の一切で収受印のあるもの（電子申告の場合は
受付済であることが確認できるもの（メール詳細等））

■事業年度の収入金額の合計額が8,000万円を超える法人（法人税確定申告書を提出した法人を除く）

①損益計算書または収支計算書　直近2期分

（注）税務署長に提出した書類の一切で収受印のあるもの（電子申告の場合は受
付済であることが確認できるもの（メール詳細等））

■その他必須提出書類

①法人概要

②登記事項証明書

③定款

④代表者の履歴・経歴のわかるもの　

